
三重県自転車活用推進計画 改定版（最終案）について 【概要版】

・「自転車活用推進法」が平成29年5月に施行され、都道府県の計画策定が努力義務化

・令和２年３月に「三重県自転車活用推進計画」（計画期間：令和２年度～令和５年度）を策定

・自転車乗車時におけるヘルメット着用の努力義務化などの環境変化をふまえ、本計画を改定

１．計画改定の背景

令和６年度

～令和１０年度

２．計画期間

県民も来訪者も自転車を安全で

快適に利用できる環境づくり

３．計画の目的

４．３つの目標ごとの施策と具体的な取組

目標１ 自転車を活用した地域の魅力づくり

現状と課題

・銚子市から和歌山市までを結ぶ太平洋岸自転車道が

令和３年５月にナショナルサイクルルートに指定

・自転車利用者の受け入れ環境整備や積極的な情報

発信等が必要

目標２ サイクルスポーツの普及と自転車
を活用した健康づくり

現状と課題

・成人の週１回以上の運動・スポーツの実施率はここ

数年横ばい傾向

・新型コロナウイルス感染症の影響により中止となっ

た自転車レースなどのイベントが再開

・習慣的に運動・スポーツに取り組む意識の向上と運

動・スポーツ等における自転車の活用の検討が必要

・さまざまな機会を捉えて周知を行うことで、県民の

みなさんの自転車への関心を高めることが必要

ＫＰＩ
（重要業績評価
指標）

現状値
（R４年度）

目標値
（R10年度）

市町においてレ
ンタサイクルま
たはシェアサイ
クルを運営して
いる団体等の数

28団体 34団体

サイクルトレイン
の利用者数

3,810名 3,996名

施策１ 太平洋岸自転車道等の魅力的なサイクリング環境の創出

・サイクルステーションとなっている「道の駅」などにおいて、地域と連携した太平洋岸自転車道等における

サイクリスト受入環境の整備

・市町による周遊ルートの設定などに関する取組の支援

・観光施策における自転車の活用や利用促進に関する取組の推進

施策２ 自転車を活用した地域における移動手段の確保

・移動手段の確保に向けたシェアサイクルの導入など市町の取組促進

施策３ 公共交通機関との連携による自転車活用の促進

・サイクルトレインやサイクルバスの運行拡大など、各交通事業者の検討促進

目標３ 自転車を安全に安心して利用でき
る環境整備

現状と課題

・道路交通法の一部改正により、自転車乗車時のヘル

メット着用の努力義務化

・令和３年10月施行の三重県交通安全条例で、自転車

損害賠償責任保険への加入義務化

・ヘルメット着用率や自転車損害賠償責任保険等の加

入率向上のため、一層の周知・啓発が必要

・自転車関連人身事故の減少に向けて、自転車利用者

に対する交通ルールの周知が必要

ＫＰＩ
（重要業績評価
指標）

現状値

（Ｒ４年度）

目標値

（Ｒ10年度）

サイクルスポー
ツの普及促進に
取り組む回数

１回
１回／年
（累計５回）

継続的な自転車
関連イベント数

14件 20件

ＫＰＩ
（重要業績
評価指標）

現状値
（Ｒ４年度）

目標値
（Ｒ10年度）

自転車通
行空間整
備率

―

100％

自転車関
連人身事
故件数

404件
（Ｒ５年）

322件
（Ｒ10年）

施策１ 自転車の安全利用に向けた通行空間の整備

・市町に対して、自転車ネットワーク計画を含む自転車活用推進計画の策定の促進

・安全な通行空間の環境づくり

施策４ 災害時における自転車の活用推進に向けた検討

・災害避難時の自転車の活用に係る課題や有用性の検討及び地域の実情に応じた対策

施策３ 自転車を含む交通安全教育を実践する指導者等の育成

・交通安全教育を推進する教員等を対象とした効果的な指導方法の講習会の開催

・交通安全教育の実践方法等の周知による交通安全教育を実施する指導者等の育成

施策２ 自転車利用者に対する安全利用の啓発活動

・自転車利用者や車のドライバーに対する交通ルール等の周知啓発

・ヘルメットの着用を含めた自転車の安全利用に関する広報啓発

・子どもたちのヘルメット着用の推奨や交通安全教育に関する取組

施策１ 自転車を含む運動・スポーツの普及促進・啓発活動

・スポーツ推進イベント等で、サイクルスポーツを含むスポーツの普及促進

施策３ 自転車を活用した健康づくりの周知啓発

・健康づくりの取組に関する啓発

・商工団体等と連携した、自転車を利用した通勤などへの転換を図る取組の推進

施策２ 将来の県の競技スポーツを担うアスリートの発掘・育成

・トップアスリートの発掘・育成による競技人口の拡大・競技力の向上

施策４ 関係機関と連携した自転車活用に関する情報発信

・自転車関連のイベントやサイクリングルート等の効果的な情報発信

※自動車交通が特
に多いなど優先度
が高い区間を５か
年の整備区間とし
て令和６年度に抽
出し、取組を開始
するため


